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研究成果の概要（和文）：情報通信技術(IT)を利用することで、企業は製品サービスをユーザに提供する前と後
の活動を統合し、全体としてユーザの満足を実現することができる。本研究は、ITを積極的に活用するイノベー
ション(ITベース・イノベーション)が、どのような企業行動と関わり、いかなる現象をもたらすのかを明らかに
しようとした。実証研究の結果、適度な差別化を志向する企業行動、変更可能性を有する柔軟なビジネスモデ
ル、プラットフォームの需要創造メカニズムといった事柄について仮説を得ることができた。これらの仮説をさ
らなる実証研究で確かめて、企業のIT利用がイノベーションや経済社会に及ぼす影響を検討することが今後の課
題である。

研究成果の概要（英文）：Utilizing information technology (IT), companies can collect data about the 
consumption process of users. Based on such data, companies can design activities before and after 
providing product and/ or service to users and attain user satisfaction as a whole. This research 
tried to clarify how the innovation leveraging IT (IT-based innovation) affect the corporate 
behavior. As a result of the empirical research, we affirmed the result of the existing studies. In 
addition, we obtained new hypotheses about the corporate behavior and the IT-based innovation. Under
 the IT-based environment, companies aim to attain “moderate” differentiation and they adopt “
flexible” business model. Such corporate activities result in the demand creation by the power of 
platform. To test these hypotheses, we need further empirical research.

研究分野： 経営学

キーワード： 情報通信技術　(IT)　イノベーション　技術経営　開発活動　プラットフォーム　コンテンツ　サービ
ス　ドミナント・デザイン
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
経済発展の原動力として Schumpeter 

(1934)がイノベーションに着目して以来、企
業経営とイノベーションの関係に関する実
証研究が蓄積されてきた。これまでの主な問
題意識は 2 つに集約される。一つは、イノベ
ーションを引き起こして、新たな製品サービ
スの分野を切り開き、高い収益をあげる企業
とはどのような存在か、という問題意識であ
る。もう一つは、経済社会の中で生起したイ
ノベーションによって企業の競争力がどの
ような影響を受けるのかという問題意識で
ある。代表的な研究成果としては、自動車産
業を対象とした Abernathy (1978)の実証研
究以降、Utterback (1994)を含む一連の研究
があり、近年では Christensen (1997)や武
石・青島・軽部(2012)がある。 
しかしながら、現在とこれからのイノベー

ションを理解するためには情報通信技術(IT)
が及ぼす影響を考える必要がある。IT の発展
と普及が及ぼす影響は多岐にわたる。その中
で本研究が着目するのは、IT を利用すれば、
企業が製品サービスをユーザに提供した後
にその消費過程を精確に把握し、製品サービ
スの見直しに繋げられる点である。 
これまでの多くの研究では、製品やサービ

スを提供した後には、それらがどのような消
費過程を経て、ユーザの満足を生じさせたの
かを把握することはできないという暗黙の
前提をおいていた。だからこそ、製品やサー
ビスをユーザに提供する前の設計や製造、サ
ービス提供準備といった活動において、ユー
ザの行動をできる限り高い精度で予測して
おく必要があった。このような製品サービス
はこれからも一定の範囲で残ると考えられ
る。だが、他方で、ユーザに提供する前の活
動のみに注力せず、提供前と提供後の活動を
統合し、全体としてユーザ満足を実現する企
業、製品やサービスも現れ始めている。そう
した変化は、ソフトウェアおよび Web サー
ビ ス の 分 野 で 見 ら れ 、 学 術 的 に も
MacCormack and Iansiti (1997) 、
MacCormack, Verganti, and Iansiti (2001)
といった先駆的研究がある。また、応募者も
藤田・生稲(2008)、生稲(2012)などの実証研
究を進めてきた。ただし、IT 利用を前提に組
み立てられた企業行動、製品サービスの開発
マネジメントについて、現段階では実証研究
が十分であるとは言い難い。そのため、本研
究が補完する必要があると考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、IT 積極的に活用するイノ

ベーション(IT ベース・イノベーション)につ
いて実証的に明らかにすることであった。と
くに IT 利用を前提に経営している企業が、
革新性が高い(ラディカルな)イノベーション
に関わっていく過程、要因に焦点を当てた。
そのために、開発活動や製品製造・サービス
提供といった企業活動、新しい製品サービス

を利用するユーザ行動を調査し、イノベーシ
ョンが如何にして実現されるのかを理解す
ることに努めた。 

IT ベース・イノベーションの事例は現在進
行中のものが多く、また既に成し遂げられた
変化もソフトウェアや Web サービスといっ
た一部の分野に限られていた。そこで、製品
サービスの変化が顕著に見られる萌芽的な
事例について、集中的に研究を進めることに
した。具体的には、ソフトウェアの開発と提
供、検索やオンライン・コミュニティを提供
する Web サービス、映像作品やゲームなど
のデジタルコンテンツを扱う企業が調査研
究の主たる対象となった。ただし、これら以
外の分野に関しても、予備的調査や他の研究
者との研究交流を通じて理解を深め、知見を
得ることに努めた。そして、研究活動を通じ
て IT ベース・イノベーションについて検証
可能な仮説を構築することを目指した。とく
に関心を寄せたのは、①イノベーションに繋
がる製品・サービス開発のマネジメント、②
ユーザ行動の把握を前提にしたビジネスモ
デルの実現可能性、③イノベーションの発生
パターンの一般化、の 3 つであった。 
以上の目的を持った本研究の特色は、IT 技

術の発展と利用が及ぼす広範な影響を、産業
や分野に囚われずに、焦点を絞って明らかに
しようとしたことであった。それは IT が汎
用的な技術であるがゆえに生じる実務と研
究のギャップを少しでも埋めることだった
と考えている。 
 
３．研究の方法 
本研究では、企業へのインタビュー調査、

ユーザを対象としたアンケート調査などを
行った。調査に当たっては、IT を積極的に活
用して新しい試みを目指している企業を対
象とした。ただし、調査対象企業の選定にあ
たっては、IT企業に限定せず、分野横断的に
研究対象を選んだ。 
調査に当たっては、(a)過去の IT ベース・

イノベーション、(b)現在進行している IT を
利用したイノベーションになり得る事例、
(c)現在は ITを活用いないがむしろそれゆえ
に今後の IT ベース・イノベーションを期待
できる事象を調査した。(a)過去のイノベー
ションについては主にゲーム産業の事例を
調査し、家庭用ゲームというイノベーション
の実現プロセスにどのような企業が関わり、
ユーザを含めた社会の変化がいかに起こっ
たのかを調査した。(b)の現在のイノベーシ
ョンに関しては、情報機器にマンガを配信す
る A 社の共同研究を中心に据えた。(c)のこ
れからのイノベーションについては、人材育
成やホワイトカラーの業務(本社業務やワー
クスタイル、営業活動)といった IT 化がまだ
進んでいない領域を調査した。いずれも、企
業の開発マネジメント、技術変化への対応、
顧客との関係性、ビジネスモデルに焦点を当
て、インタビュー調査、アンケート調査、デ



ータや資料の収集を進めた。企業が保有する
製品サービス提供時のログデータを共同で
分析する産学共同研究は、守秘義務の関係も
あって実現ができなかった。だが、少なから
ぬ企業や企業関係者に関する定性的な記述、
いくつかのユーザ調査のデータを集めるこ
とができた。収集した資料や史料、データを
活用して経済社会の中の特異点を記述し、解
釈および分析を進めた。これによって、蓋然
性の高い関係性を見いだし、検証可能で有意
義な仮説構築を目指した。 
 
４．研究成果 
(1) 研究の主たる知見 
IT ベース・イノベーションの過去と現状を

実証的に明らかにする本研究で得られた知
見は、おおむね既存研究と整合的であった。
研究目的でも述べたように、IT 利用によって、
製品サービスをユーザに提供した後でも企
業がユーザの消費過程を精確に把握できる
ようになり、製品サービスの内容を見直すこ
とができる。そのため、企業は継続的に開発
活動を行い、運用においても改善を続けて製
品サービスをブラッシュアップしている。そ
うした継続的な開発と運用によって、良い顧
客コミュニティを形成し、維持することが可
能になる。そして、把握したユーザの動向に
基づき、支払をしたいと思う要素と無料で利
用したという要素を組み合わせたビジネス
モデル(フリーミアム)が可能になる。支払を
求めない要素と支払を求める要素を混在さ
せるビジネスモデルを構築することで、顧客
基盤の拡大と収益化の同時達成が可能にな
る。その際、ユーザ側の創造や関与を促す仕
組み作り(ユーザの組織化、ユーザ・イノベ
ーション)によって、ユーザをつなぎ止める
ことが重要な競争上の焦点となる。 
他方、既存研究では見いだせなかった現象

も確認できた。まず、①イノベーションに繋
がる製品サービス開発のマネジメントに関
しては「適度な差別化」という概念を提示で
きる。イノベーションという言葉とは裏腹に、
製品サービスの比較的小さな変化―適度な
差別化―が実は重要である可能性が見いだ
された。 
企業は既にある製品サービスに相対し、違

いすぎないものの同じではない製品サービ
スを創り出す。IT ベースの場合には、製品サ
ービスの提供後に顧客からフィードバック
を得たり、データによって顧客の挙動を把握
したりできる。そのため、IT ベースではない
時よりも差別化の程度が小さくなる傾向が
生じるのではないかという仮説である。当初
は既にある製品サービスと違いすぎないも
のを創り出すことで普及を図り、社会へ浸透
した後に製品サービスを進化させる。これに
よって結果的に大きな変化を生み出せる。企
業は、たとえ「小さすぎる」差別化の程度で
あっても事後的な判断に基づいて差別化要
素を追加すれば良いと考え、むしろ差別化の

程度が大きすぎては顧客が製品サービスと
はなにかを理解できない危険性があると考
える。その結果、当初の差別化の程度が小さ
くなりやすい可能性である。 
つぎに②ビジネスモデルに関しては、フリ

ーミアムに代表される柔軟なビジネスモデ
ルの対象が広がり、かつ変化しうるという見
通しである。プラットフォームやエコシステ
ムを巡る研究で主張されているように、支払
を求めない要素と支払を求める要素を混在
させるビジネスモデルは依然有効である。た
だし、本研究が見いだしたのは、ビジネスモ
デルがそれ以前の産業や製品サービスのカ
テゴリの境界を超えて広がり、変更されてゆ
く可能性である。IT を利用したプラットフォ
ームはソフトウェアを変更することによっ
て異なる製品サービスを接合できる。そのた
め、ユーザが製品サービスを組み合わせて使
うことを視野に入れ、当初は繋がりがなかっ
た製品サービスをユーザの動向を見ながら
連携させ、収益化するポイントを変化させる
ことも可能になる。現実には「シェア(共有)」
などの言葉で表されているユーザ行動を取
り込んで、ビジネスモデルを変更する可能性
である。 
このようにして企業のビジネスモデル、製

品サービスの繋がりが変化しうるのであれ
ば、産業や製品サービスのカテゴリの境界は
やや曖昧になり、プラットフォーム上にはか
つて別だと考えられていた製品サービスが
混在することになる。製品サービスのカテゴ
リの融合、製品サービスが混在する状況にお
いて何が生じ、企業がそれをいかに利用する
のかが今後の競争戦略を考える上で重要な
課題になる。 
以上の変化に伴い、第三に③イノベーショ

ンのパターンにも影響が現れると考えられ
る。適度な差別化を起点とし、それがプラッ
トフォームの効果によって広がるならば、当
初の小さな変化が大きな変化をもたらす。既
存研究の概念を使えば、インクレメンタル・
イノベーションがラディカル・イノベーショ
ンを引き起こす可能性である。 
 
(2) 研究成果の意義 
以上述べてきたように、本研究を通じて IT

ベース・イノベーションに関して 3つの可能
性を見いだすことができた。次に、これらを
国内外の研究動向と関連づけることにする。 
① 企業の適度な差別化 
既存研究ではイノベーションという概念

が大きな変化を想起させてきた。だが、それ
は事後的な評価である。むしろ、企業をはじ
めとする担い手、当事者の視点では適度もし
くは小さな変化を起こすことが目指してい
る可能性がある。本研究に基づけば、このよ
うな適度な差別化への志向性が IT 利用を前
提とすることで強まっている可能性が示唆
された。 
イノベーションとの関係で見直すと、ITに



はいくつかの特徴がある。その一つは、双方
向の通信を常時できるため、IT を活用するこ
とで製品サービスを提供した後で消費過程
に関するデータを得られる。もう一つは、ソ
フトウェアの改変と再利用が容易であるた
め、事後的に製品サービスの改良をしたり、
複数の製品サービスを接合したりすること
を、それほどのコストを要することなくでき
る。このような事後的モニタリングの可能性
と、事後的変更の可能性を前提にすれば、製
品サービス、さらには事業でさえ、事前に細
部まで設計し尽くすことは必須ではない。む
しろ、事前の製品サービスあるいはビジネス
モデルを、既存のものに対して小さな変更を
提示し、顧客の消費過程を踏まえて変更を加
えて完成度を高めていくことで、結果的に大
きな変化を引き起こすことも可能になる。 
しかも、こうした小さな変化、適度な差別

化は 2つの点で望ましい。まず、目の前の製
品サービス、事業に対して大きくない変化で
良いので、製品サービスの開発や事業の現場
にいる人々が日常的な業務の中で得る気づ
きを起点に変化(変異)を起こすことができ
る。そのため、イノベーションの種となるよ
うな変化が頻発するようになる。すなわち、
日常業務に埋め込まれたイノベーションの
起点を持つことができる。もう一つは、製品
サービスを利用する側が従来の製品サービ
スとの連続性を感じやすいので、日常的な感
覚で「あり得る変化」と捉え、不安や抵抗感
が抑制される。したがって、既存の製品サー
ビスに対して適度な差別化を志向し、事後的
な対応、波及効果の取り込みに前向きに取り
組むことで、IT ベース・イノベーションを促
進できると考えられる。 
比較的小さな差別化であってもそれが企

業側の予想を超えて大きな違いとして顧客
に認識され、さらに企業が意図しない範囲に
まで拡大し、産業や社会に影響を及ぼす。こ
うしたプロセスが、IT ベース・イノベーショ
ンで生じやすいと考えられる。 
② 製品カテゴリおよびドミナント・デザイ
ンの共存現象 (Co-existence of multiple 
dominant design) 
既に述べたように、IT を利用したプラット

フォームはソフトウェアを変更することに
よって製品サービスを接合できる。これによ
って、それまで異なるカテゴリもしくは産業
と思われていた企業の製品サービスも同じ
プラットフォームで扱われる可能性が生じ
る。そうした状況は、プラットフォームを魅
力的にする点で、プラットフォーム提供企業
にとって魅力的である。また、自社の製品サ
ービスにユーザを誘導する点でプラットフ
ォームを利用する企業にとっても魅力的で
ある。 
その際、企業が適度な差別化を遂行し続け

るのであれば、開発されて、ユーザに提示さ
れる製品サービスは、どんな製品もどこかが
似ていて、どこかが異なっている。異なる中

でも、なんらかの理由や指標に基づいて共通
点が見いだされる場合に、あらためて同じカ
テゴリに属すると見做されるようになる。
「似ている」という共通点、「異なる」とい
う相違点がユーザ、さらには社会によって共
有されることで、製品サービスのサブカテゴ
リが形成される。さらには、そうした製品サ
ービスとそのカテゴリの総体として、プラッ
トフォームで繋げられた「新しい」産業の定
義がなされるだろう。 
新しい産業の定義が如何に形成されるの

かという問題については、Benner & Tripsas 
(2012)を代表とする研究がある。だが、IT ベ
ース・イノベーションで形成される新しい市
場の場合、Benner & Tripsas (2012)が示し
たような製品定義の統一がなされ、一つのド
ミナント・デザインに統合されていく状況と
は異なるのではないか。ITベース・イノベー
ションによって形成される新しい市場は、IT
ベースのプラットフォーム上に複数のカテ
ゴリもしくはドミナント・デザインが共存・
併存する状況である。むしろ市場とそこで提
供される製品サービスの定義が曖昧なまま、
関連を持つ製品サービスが複数のカテゴリ
を形成して共存する。そうした状況こそが、
多数多様な製品サービスによってユーザを
惹きつけ、全体として大きな需要を喚起して
いく可能性がある。 
③ プラットフォームの需要創造プロセス 
(Platform effect for demand creation) 
①と②を踏まえるならば、プラットフォー

ムが需要を創造するプロセスについても、既
存研究よりも踏み込んだ議論が必要だと考
えられる。近年のプラットフォームやエコシ
ステムに関する研究では、ネットワーク外部
性によって需要が喚起される現象が報告さ
れている。たとえば、立本(2017)は製品サー
ビスの構成要素の結合と分割が容易にする
IT の特性を活かし、既存の製品サービスの一
部を取り出し、戦略的にプラットフォームを
形成する企業行動が報告されている。本研究
に基づけば、そうした需要を喚起する現象が
発生するメカニズムをさらに検討すべきだ
と考える。言うなれば、プラットフォームの
需要創造効果を、そのプロセスにおいて明ら
かにし、既存研究を補完する必要があろう。 
プラットフォームが成立することは、補完

的な関係にある製品サービスを提供する企
業に 2つの効果をもたらす。一つは、不足し
ている経営資源、とくに技術やノウハウを補
う機会を与える効果である。プラットフォー
ムが用意されて環境が整えられれば、経営資
源が不十分であっても参入が可能になる。も
う一つには、プラットフォームの成立は補完
財に対する潜在的な需要が存在することを
参入予備軍 (Wannabe) に「確信」させる。
これは多くの企業、企業家が参入するインセ
ンティブを高める。 
他方、プラットフォームの成立はユーザに

対しても 2つの効果を持つ。第 1に、バラバ



ラになりがちな個々人の欲求を束ね、ニーズ
をまとめ上げて、一定規模の需要に仕立てる
効果である。プラットフォームが成立する前
は、とりとめもなく「○○をしたい」と思っ
ていても、どのように、なにをしたいのかと
いう欲求は明確ではないだろう。また、一人
一人のユーザは個性的だからその欲求もバ
ラバラだろう。だが、ひとたびプラットフォ
ームが成立すると、そうした曖昧でバラバラ
な欲求を抱いても、プラットフォームを購入
すればどれかのソフトで自らの欲求が満た
されることを期待できるようになる。さらに、
プラットフォームの存在を前提にいくつか
の製品サービスが提供されれば、自らが潜在
的に抱いていた欲求が具体的な製品で満た
されることを認識する。この意味において、
ニーズは一人一人のユーザがバラバラに抱
くものではなく、プラットフォームで束ねら
れ、整序された状態として立ち現れる。さら
に、プラットフォームによってまとまったニ
ーズが仕立て上げられるからこそ、企業はそ
れを目指した開発活動が可能になり、製品サ
ービスが多様になり、一定規模の需要が創造
される。 
プラットフォームがもたらす第2の効果は、

未来へ向けてユーザの欲求を持続させるこ
とにある。プラットフォームに先立つ萌芽的
な製品サービスによって、現在の使用してい
る製品サービスにいずれ飽きることを、ユー
ザは分かっている。同時に、萌芽的な製品サ
ービスがあったからこそ、過去の満足をもた
らした製品サービスの記憶をユーザは思い
起こす。こうした過去、現在、未来の自らの
満足は、優れたプラットフォームの登場によ
って結びつけられる。すなわち、ユーザは過
去の記憶を思い起こしてプラットフォーム
を手にし、直近で起きるであろう「飽きる」
不安を解消して、将来において自らのニーズ
が満たされるだろうという期待もしくは見
通しを持つ。 
さらにいえば、プラットフォームを手に入

れたユーザは、当初購入予定がなかった製品
サービスであっても、プラットフォームを持
っているという理由で追加購入する可能性
が高まる。これは、当初存在しなかった需要
がプラットフォームに誘発されて発生する
ことを意味する。このように誘発される需要
を企業は予測しうるので、それをも見込んで
投資できる。その結果、企業が開発に投資す
る経営資源は、プラットフォームが確立した
後の方が増えやすくなる。こうした需要の誘
発と、追加需要を見込んだ開発投資がポジテ
ィブな影響を及ぼしあい、プラットフォーム
を中核にした市場の需要が、プラットフォー
ムが成立しない細切れの市場 (fragmented 
market) に比べて大きくなると考えられる。 
 
(3) 今後の展望 
現在は IT分野で新しい技術が創り出され、

経済社会を変えていく過程にある。そのため、

本研究で得られた知見をさらなる実証研究
で検証し、深めていくことで、より良い企業
経営、より豊かな経済社会の実現に寄与でき
ると考えられる。本研究の中で実証研究のた
めの仮説の構築、基礎となるデータの収集は
相当程度進んだ。今後は、研究成果の一般性
を高め、IT ベース・イノベーションに関する
研究アジェンダを提示して、より長期の研究
プログラムを立案し、産業・分野横断的な調
査研究を進めていきたい。ただし、その前提
として、IT の特性が産業という分析単位に及
ぼす影響をあらためて検討しておく必要が
あると考えられる。 
既に述べたように、多くの人に共有される

製品サービスのカテゴリ、市場の定義は事後
的に変わりうる。カテゴリもしくは市場の定
義は、ビジネスの成立前ではなく後に、具体
的な製品サービスの開発・発売と消費が行わ
れることを通じて、徐々に形成されていく。
こうした事後的な定義、共通点や相違点を識
別する基準に基づき、遡って、ビジネスや産
業を分ける境界がどこから来たのか、すなわ
ちルーツが措定される。われわれは多くの場
合、産業成立後の製品群の共通性、産業のイ
メージを反映して産業のはじまりを認識し
てしまう。産業の成立の認定は事後的な、社
会的合意に基づく認定なのである。 
このように考えてみると、産業という分析

レベルは恣意的なものではないかという課
題に突き当たる。他方、プロダクトライフサ
イクルにせよ、イノベーション・パターンに
せよ、デザイン・ヒエラルキーにせよ、既存
研究では産業が存在することを所与として
議論をしている。すなわち、産業成立の「あ
と」を議論している。そのため、そもそも産
業がいかにして成立し、そもそも産業とはな
に か を 問 え な い 議 論 に な っ て し ま う 
(Shimizu, Ikuine, Eto & Kimura, 2016)。
さらに、現在に続く製品カテゴリから遡って、
それをもっともよく体現した製品をドミナ
ント・デザインと認定している。そうだとす
れば、産業の定義やドミナント・デザインの
認定は、観察者による事後的な作業に左右さ
れ、観察者がどのように時間的視野を持つか
によって、産業と認定する範囲は異なる。さ
らに、産業という分析レベルに囚われること
によって、産業を超える相互作用が捉えがた
くなってしまう。恣意的な産業の定義、産業
の境界に囚われた記述は、産業研究が孕む課
題である。 
この課題が深刻だと考えられるのは、既に

述べたように IT によって多くの製品やサー
ビスが連携するようになったからである。こ
れまでにもユーザは個別に購入した製品サ
ービスを常に自らの判断で組み合わせ、体系
として消費してきた。だが、そうしたユーザ
独自の製品サービスの組み合わせを明示的
なものとし、それに企業が関わることが IT
の利用によって可能になる。たとえユーザの
手元にある製品サービスであっても、その繋



がりに企業が介入することができるのであ
る。それゆえ、産業の境界はいままで以上に
不鮮明になる可能性がある。 
この課題に対処する一つの方向性は、そも

そも境界概念がどのようにして生じるのか
を明らかにすることだろう。すなわち、新し
い産業を成立させる契機がいかに生じるの
かを探求していくことであろう。産業成立後
とあわせて、産業成立前の現象をより深く理
解することが、今後の研究において重要だと
考えられる。 
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